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第 1章  計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

わが国の高齢化の状況をみると、65 歳以上の高齢者人口は、昭和 25年（1950 年）には総

人口の 5％に満たなかったが、昭和 45 年（1970 年）に 7％を超え、さらに平成 6 年（1994

年）にはその倍の水準である 14％を超えるなど、高齢化率は上昇を続け、平成 29 年（2017

年）10 月 1 日現在では、27.7％に達しています。団塊世代が 75 歳になる平成 37 年（2025

年）に向けてひとり暮らしの高齢者や高齢者のみ世帯、認知症高齢者の増加が予想されるな

か、介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らし続けることできるよう、介護だけ

でなく、医療や予防、生活支援、住まいを包括的に提供する「地域包括ケアシステム」の構

築が重要な課題となっています。 

 本村の高齢化率は、平成17年には 22.7％だったのが平成29年では 26.9%と 12年で 4.2％

増加となっており、全国の高齢化率よりはやや下回っていますが年々上昇しています。 

 また、ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみ世帯についても増加しており、高齢者が住み慣

れた地域で安心して暮らしていける環境を整えていく必要があります。 

このような背景のもと、「第 6次日吉津村総合計画」においても「一人ひとりが輝き 夢

はぐくむ村づくり」を基本理念として「心豊かな生活を営み健康づくりに自ら努めよう」「福

祉と介護で家庭の笑顔を支えよう」「保険・年金は支え合いの制度」を柱とした福祉の推進

を掲げ、高齢者や障がい者一人ひとりが社会の一員として自立し、尊重され、生きがいを持

ちながら、安心して生活できる社会づくりを求めていきます。そのためには、高齢者が住み

慣れた地域で安心して生活できるよう、地域全体で支えていくシステムづくりが必要です。 

  このたびの高齢者健康福祉計画の見直しは、これまでの計画の成果と問題点を客観的に

分析、評価するとともに、今後の本村における高齢者の健康・福祉施策に関する政策目標を

定め、その実現に向かって取り組むべき施策を明らかにすることによって介護保険事業及

び高齢者福祉施策の一層の推進を図ることを主な目的とします。 

２ 計画の位置づけ 

  介護保険事業については南部箕蚊屋広域連合で施行していますので、介護保険法第 117 条

の規定に基づく「介護保険事業計画」は南部箕蚊屋広域連合で策定します。よってこの計画

は、老人福祉法第 20 条の 8の規定に基づく法定計画とします。この計画は、鳥取県老人福

祉計画と南部箕蚊屋広域連合介護保険事業計画との整合性を図りながら、本村における高
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齢者の健康・福祉のニーズに基づいて策定した計画であり、本村の健康・福祉行政を推進し

ていく上での基本方針となるものです。 

３ 計画の期間 

  この計画の期間は、平成 30年度から平成 32 年度までの 3年間とします。 

 なお、3 年ごとに見直しをする介護保険事業計画にあわせ、本計画の見直しを平成 32 年

度に行います。 
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第 2章  高齢者の現況 

１ 日吉津村の現況 

・

  日吉津村は鳥取県の北西部に位置し、海以外の三方（東・西・南）を山陰の中核都市であ

る米子市に囲まれています。総面積 4．16ｋ㎡で、東は西日本一を誇る国立公園大山を望み、

西には本県三大河川の一つ日野川が流れています。箕蚊屋平野の一角を占め、日野川右岸に

形成される扇状地にあり、海抜は 6㍍以下の低平地で南部は水田、北部には畑地帯が広がっ

ています。 

  気候は日本海型に属し、年平均気温は 15.4℃、最高気温は 37.8℃、最低気温は、-2.7℃

と比較的温暖です。また、山陰地方としては降雪日数 63 日、風向は一年を通じて南南東が

多く、年間降水量は約 1,800 ㎜となっています。 

  土地利用は、海岸線と村中央部を東西に横断する国道 431 号の間の畑地帯、国道 431 号以

南の水田地帯に大別され、水稲・野菜が作付けされています。 

  本村は、村全体が米子境港都市計画区域となっており、村南部が市街化区域で、村南西部

には製紙工場が位置し関連企業も多数あります。また、村を横断する国道 431 号の周辺には

大型ショッピングセンターや資材販売店、飲食店等が開店しています。米子自動車道の始点

にも近く、関西・山陽・四国などからの玄関口として交通量も増えています。 

  社会的・経済的にも米子市の影響を受けています。就業構造は、第三次産業が過半数を占

め、そのほとんどが米子市に通勤しています。 

 平成の大合併に際しては、平成 15 年 11 月に 18歳以上全住民による住民投票の結果をも

とに、単独存続を決定しました。 

 また、平成 21 年 4 月 1日には、日吉津村自治基本条例を施行し、参画と協働の村づくり

を推進しています。 
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 2 人口構造とその推移 

  本村の人口は、国勢調査によると昭和 60年の 2,799 人から平成 27年の 3,439 人と 30 年

間で 640 人 22.9％増加を示しており、平成 29 年 9月末現在の総人口は 3,543 人となってい

ます。今吉地区の土地区画整理事業の完成や、市街化区域内の集合住宅や新築住宅の増加等

が主な要因と考えられます。 

  人口は増加していますが、高齢化率は徐々に高くなり、平成 29年で 26.9％、そのうち 70

歳以上の人口は 670 人で、中でも介護の必要度が高くなる 75 歳以上の後期高齢者人口は

478 人で、村民の 7.4 人に 1人の割合となっています。一世帯あたりの人数については平成

17 年で 3.5 人であったものが、平成 29年は 3.0 人となっており、核家族化がさらに進んで

います。 

※S60～H27 は国勢調査 H29 は 9 月末現在住民課資料 
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人口構造とその推移  

区  分
H12 年 H17 年 H22 年 H27 年 H29 年 

人口 構成比 人口 構成比 人口 構成比 人口 構成比 人口 構成比 

日

吉

津

村

総人口 2,971 ― 3,073 ― 3,339 ― 3,439 ― 3,543 ― 

40 歳～ 1,667 56.1 1,752 57.0 1,836 55.5 2,018 58.9 2,058 58.1

65 歳～ 632 21.3 699 22.7 781 23.6 939 27.4 954 26.9

70 歳～ 450 15.1 532 17.3 597 18.1 658 19.2 670 18.9

75 歳～ 276 9.3 357 11.6 442 13.4 481 14.0 478 13.4

鳥

取

県

総人口 613,289 ― 607,012 ― 588,667 ― 573,441 ― 565,233 ― 

40 歳～ 342,181 55.8 350,238 57.7 349,768 60.0 355,094 62.4 355,216 63.3

65 歳～ 134,984 22.0 146,113 24.1 153,614 26.3 169,092 29.7 173,562 30.9

70 歳～ 96,323 15.7 111,112 18.3 117,749 20.2 123,512 21.7 125,479 22.4

75 歳～ 60,143 9.8 75,084 12.4 85,095 14.6 89,799 15.8 91,634 16.3

（H12～H27:国勢調査 H29:県は推計人口＊構成比は平成 22 年から年齢不詳を除いて算出、H29：村は住民課資料 ） 

高齢化率の推移  

区    分 H12 年 H17 年 H22 年 H27 年 H29 年 

日吉津村 21.3％ 22.7％ 23.6％ 27.4％ 26.9％ 

鳥 取 県 22.0％ 24.1％ 26.3％ 29.7％ 30.9％ 

全    国 17.3％ 20.1％ 23.0％ 27.3％ 27.7％ 

（H12～H27:国勢調査 H29：国は総務省統計局推計人口 県は推計人口 村は住民課資料） 

村の高齢者人口と高齢化率の推移 

H12 H17 H22 H27 H29
総人口（人） 2,971 3,073 3,339 3,439 3,543
65歳以上（人） 632 699 781 939 954
高齢化率（％） 21.3 22.7 23.6 27.4 26.9

2,971 3,073 
3,339 3,439 3,543 

632 699 781 939 954 

21.3 22.7 23.6
27.4 26.9
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6 

3 高齢者のいる世帯の状況 

○65歳以上の高齢者のいる世帯        

  65 歳以上の高齢者がいる世帯は、平成 27年には 566 世帯（全世帯の 49.5％）でしたが、

平成 29 年には 618 世帯（全世帯の 51.5％）となり、全世帯数の半数以上になっています。 

  また、65 歳以上のひとり暮らし高齢者世帯数は平成 22 年には 65 世帯であったのが、平

成 29年には 110 世帯と 1.7 倍増加しており、今後も増加していくと推測されます。 

(単位:世帯、(  )内％)

区           分 H12 年 H17 年 H22 年 H27 年 H29 年 

総世帯数 836 889 1,070 1,144 1,199 

65 歳以上のいる世帯 
415 

(49.6) 

465 

(52.3) 

499 

(46.6) 

566 

(49.5) 

618

(51.5) 

60歳以上の夫婦のみ世帯 55 68 93 118 111 

65歳以上の夫婦のみ世帯 41 48 64 96 91 

高齢者単独世帯数 32 48 65 87 110 

（H12～H27：国勢調査 H29：住民課資料＊H29 高齢者単独世帯数は特別養護老人ホーム入所世帯数を除いて算出） 

高齢者のいる世帯の推移 
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○65歳以上のひとり暮らし高齢者性別・年齢別人数 

 65 歳以上のひとり暮らしの高齢者の男女別の人数は、平成 27年には男性 22人、女性 65

人で女性のひとり暮らしが男性より 43人多くなっています。平成 29年には男性 30 人、女

性 80人で女性のひとり暮らしが男性より 50人多く、男性の約 2.7 倍となっています。 

 高齢者人口の増加の他、核家族化や少数化の傾向が進み、高齢夫婦やひとり暮らしの世帯

数は増加するばかりです。家庭の介護力の低下は必至で、公的支援が必要な高齢者の増加が

さらに進むと思われます。 

(単位:世帯) 

H12 年 H17 年 H22 年 H27 年 H29 年 

年齢 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

65～69 － 7 7 2 11 13 4 8 12 10 15 25 10 15 25

70～74 2 6 8 3 8 11 4 13 17 5 11 16 9 17 26

75～79 2 7 9 2 10 12 4 15 19 3 13 16 6 11 17

80～84 1 5 6 － 6 6 － 10 10 2 15 17 4 17 21

85 以上 － 2 2 1 5 6 2 5 7 2 11 13 1 20 21

計 5 27 32 8 40 48 14 51 65 22 65 87 30 80 110

（H12～H27：国勢調査 H29：住民課資料＊H29 高齢者単独世帯数は特別養護老人ホーム入所世帯数を除いて算出） 

 65 歳以上のひとり暮らし高齢者推移（性別） 
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第 3章 目標年度における高齢者等の状況 

１ 計画の目標年度における推計人口 

 南部箕蚊屋広域連合介護保険事業計画の内、日吉津村分の人口を案分したものを掲載。 

単位:人、％ 

  推計人口 

２ 計画の目標年度における要介護者等の推計   

 南部箕蚊屋広域連合介護保険事業計画の内、日吉津村分の要介護（要支援）認定者を案分

したものを掲載。                     単位:人、(  )内％ 

 H30 H31 H32 H37 

要介護(要支援)

認定者数 
150 156 161 170

要支援 
22 22 22 24

(14.7) (14.1) (13.7) (14.1)

要介護 1・2 
56 58 61 63

(37.3) (37.2) (37.9) (37.1)

要介護 3以上 
72 76 78 83

(48.0) (48.7) (48.4) (48.8)

第１号被保険者数 969 984 999 1,034

認定率 15.5 15.9 16.1 16.4

483 490 497 453 

486 494 502 581 

27.3
27.6

27.9

28.6

26.5

27.0

27.5

28.0

28.5

29.0

0
200
400
600
800

1,000
1,200

H30 H31 H32 H37

６５～７４歳（人） ７５歳以上（人） 高齢化率（％）

区   分 H30 H31 H32 H37 

第 1 号被保険者

65 歳以上 969 984 999 1,034

65～74 歳（前期） 483 490 497 453

75 歳以上（後期） 486 494 502 581

高齢化率 27.3 27.6 27.9 28.6

総人口 3,555 3,567 3,579 3,621
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第 4章 計画策定の基本目標と基本方針 

１ 計画の基本目標 

本計画では、次の基本目標を掲げて取り組みます。 

２ 計画の基本方針 

１．サービスの基盤整備と質的向上 

計画の策定に当たって、高齢者やその家族のニーズに応じたサービスの整備目標を定め、

計画的な整備を進める必要があります。 

  本村においても高齢化が進んでおり、平成 29年には高齢者が 954 人で 3.7 人に１人の割

合となり、特に後期高齢者数は今後大きく伸びると推計されます。併せて女性の社会進出、

核家族化の進展、少子化等社会構造や人口構造の変化に伴い、家族の介護力が低下してきて

います。そのため地域福祉へのニーズは多様化してきており、在宅福祉サービスの充実をは

じめとする計画的、総合的な施策を展開していく必要があります。また、サービス提供に携

わる人材の養成研修体制の整備等など、サービスの質の向上を図り、介護保険や福祉サービ

スに関する制度の周知及び情報の提供等積極的に取り組みます。 

２．地域包括ケアシステムの構築・推進 

高齢者が出来る限り住み慣れた地域で自立した生活を安心して続けることができるよう

にするためには、「介護」「医療」「生活支援」「住まい」「介護予防」のサービスが切れ目な

く提供される地域包括ケアシステムの構築が必要です。 

 地域ケア会議の推進や在宅医療・介護の連携推進、日常生活上の支援体制の充実・強化を

図り、地域の特性を生かした地域包括ケアシステムの構築を目指します。地域包括支援セン

ターの機能を強化し、総合的な相談窓口機能に加え、高齢者の虐待防止や権利擁護事業等を

関係機関との連携のもとで推進します。 

支え合い、安心して暮らせる村づくり 

（地域包括ケアシステムの構築を目指して） 
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３．介護予防の推進 

高齢者ができる限り健康でいきいきとした生活を送ることができるよう、高齢者保健サ

ービス、高齢者福祉サービス及び介護予防を積極的に推進し、総合的な支援をしていくこと

が必要です。 

そのため、保健・医療・福祉の専門的見地から適切なアセスメントを行ない、早期の段階

から、高齢者と家族に対して状態に応じて適切な保健福祉サービスを継続的に提供し、高齢

者の生活環境をできる限り維持していけるよう取り組みを進めるとともに、介護予防事業

の推進や、認知症の早期診断や予防につなげる取り組み、専門医療機関等との連携体制の整

備に努めます。 

 また、平成 28 年 4 月より移行した新しい介護予防・日常生活支援総合事業（以下、新総

合事業）におけるサービスの充実に向け、南部箕蚊屋広域連合と連携しながら、要支援者等

の多様な生活支援のニーズに対応できるよう取り組みを進めていきます。 

４．認知症施策と家族支援の充実 

認知症の人が、在宅での生活を継続していくためには、行政や医療機関、介護サービス事

業者だけでなく、地域住民が一体となって、認知症について理解し、支援していくことが必

要です。また、本人の家庭での役割や能力を尊重しながら、介護や支援をしていくことも大

切です。 

そのためには、地域住民が認知症を理解し支援できる体制づくり、早期診断・早期対応に

向けた支援体制の構築、認知症の人が行方不明になるのを防ぐ施策等の推進等に取り組む

必要があります。また、介護する家族への相談支援を充実させる等、介護負担の軽減を図り、

認知症の人や家族が安心して暮らせる地域づくりを推進していきます。 

５．見守り・支え合い体制づくりの推進 

 一人暮らしの高齢者や高齢者のみ世帯が増加し、家族や地域とのつながりが薄れ、孤立化

や日常生活、又、災害時等に不安を抱く高齢者が多くなっています。日頃からの見守りや災

害時の安否確認等の支援体制を充実させ、安全・安心して暮らせる支え合いの体制づくりを

推進していきます。 

住民同士の助け合いの仕組みづくりや、住民主体の生活支援・介護予防サービスを充実さ

せ、高齢者を支える地域づくりを進めていく生活支援体制整備の取り組みを推進していき

ます。 
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６．高齢者の社会参加と生きがいづくりの促進

  高齢者が就労や様々な社会活動へ積極的に参加するとともに、元気な高齢者については、

生活支援の担い手としても活躍していくことが期待されています。また、高齢者が社会参加、

社会的役割を持つことが、生きがいや介護予防につながります。 

  このため、村老人クラブへの支援等をはじめ、高齢者が様々な形で社会参加し、地域や家 

庭の中で生き生きとした生活が送れるよう推進します。 
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３ 施策の体系 

基本目標 基本方針 施策の方向
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１.サービスの基盤

整備と質的向上

２.地域包括ケアシス

テムの構築・推進

３.介護予防の推進

４.認知症施策と家

族支援の充実

５.見守り・支え合い

体制づくりの推進

６.高齢者の社会参加と生

きがいづくりの促進

(1)サービスの基盤整備と質的向上

(1)地域ケア会議の推進

(2)総合相談体制の機能強化

(3)在宅医療・介護連携の推進

(1)健康の保持・増進

(2)高齢者保健サービスの充実

(3)高齢者福祉（在宅）サービスの充実

(1)認知症施策と家族支援の充実

(2)生活支援体制整備の推進

(1)見守り体制の構築

(1)高齢者の社会参加と生きがいづくりの促進
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第 5章  施策の現状と展開 

１ サービスの基盤整備と質的向上 （基本方針１） 

介護保険事業については、「南部箕蚊屋広域連合介護保険事業計画」に基づき取り組みを行います。介護保険の円滑な推進のため、広報・啓発活動に取り

組むとともに、サービスに携わる人材の質的向上に努めます。（以下、実績を掲載）

（１）要介護（支援）認定者数の推移        【表１. 介護保険認定者数の推移】

区 分

H23 年度末 H24 年度末 H25 年度末 H26 年度末 H27 年度末 H28 年度末 
備考 

H23 年 2 月末 H25 年 2 月末 H26 年 2 月末 H27 年 2 月末 H28 年 2 月末 H29 年 2 月末

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

1.表２.サービス量・給付費実績

表に合わせるため、各年度 2 月

末認定者数を掲載。  

2.外国人、住所地特例被保険者

を含む。 

要支援 29 20.0 28 19.4 26 17.0 37 22.3 25 15.1 28 18.3

要介護 1 25 17.2 25 17.4 30 19.6 29 17.5 37 22.3 35 22.8

要介護 2 17 11.7 25 17.4 34 22.2 32 19.3 33 19.9 27 17.7

要介護 3 29 20.0 20 13.9 24 15.7 28 16.9 23 13.9 15 9.8

要介護 4 23 15.9 24 16.6 19 12.4 20 12.0 24 14.4 21 13.7

要介護 5 22 15.2 22 15.3 20 13.1 20 12.0 24 14.4 27 17.7

合計（A） 145 100.0 144 100.0 153 100.0 166 100.0 166 100.0 153 100.0

出現率（A／B）  18.2  17.0  17.4  18.1  17.7  16.3

65 歳以上人口（B） 798 848 877 918 940 937

要介護認定者の推移 
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14

（２） 介護給付サービス量の実績 【表２. 介護給付サービス量・給付費の実績】

給付費請求の関係から、3月給付～2月給付の 12か月分。 

区分 

H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

H23.3～H24.2 H24.3～H25.2 H25.3～H26.2 H26.3～H27.2 H27.3～H28.2 H28.3～H29.2 
サービ
ス量 給付費 

サービ
ス量 給付費 

サービ
ス量 給付費 

サービ
ス量 給付費 

サービ
ス量 給付費 

サービ
ス量 給付費 

 介護、予防給付 円 円 円 円 円 円
１居宅介護サービス 112,751,451 116,084,889 139,283,379 144,718,231 148,870,355 17,987 113,333,265

①訪問介護 （回/年） 1,063 4,010,481 1,930 5,704,668 2,488 6,856,947 3,261 8,936,739 5,286 12,932,339 4,228 10,330,411

②訪問入浴介護 （回/年） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 46,386

③訪問看護 （回/年） 293 2,457,657 464 3,021,984 421 2,841,021 465 2,774,628 676 3,522,571 922 4,834,503

④訪問リハビリテーション （回/年） 0 0 161 450,639 615 1,757,781 432 1,318,662 694 2,020,032 951 2,723,137

⑤居宅療養管理指導 （回/年） 76 363,420 55 267,858 102 442,260 128 599,400 148 737,866 155 845,611

⑥通所介護 （回/年） 7,649 58,189,383 8,363 62,609,337 10,910 79,979,508 10,369 77,158,953 10,326 75,903,560 6,678 46,573,373

⑦通所リハビリテーション （回/年） 2,285 25,318,224 2,122 22,389,165 2,403 24,582,366 2,743 26,142,948 2,884 24,719,894 3,010 26,240,842

⑧短期入所生活介護・短期入所療養介護 （日/年） 997 9,015,012 954 9,475,002 1,019 10,932,237 1,355 13,088,646 1,436 13,583,245 1,362 11,967,575

⑨特定施設入所生活介護 （人分） 38 6,529,554 30 5,165,451 24 4,332,330 37 5,377,747 39 5,423,629 5 544,956

⑩福祉用具貸与 （人分） 516 6,867,720 543 7,000,785 251 11,216,520 682 9,320,508 717 10,027,219 672 9,226,471

２居宅サービス計画 （件） 1,011 10,266,740 983 10,297,220 1,112 11,924,960 1,160 12,247,870 1,187 12,907,810 1,140 12,155,520

３施設介護サービス 78,476,994 96,517,242 68,230,341 77,540,040 73,856,935 243 62,840,863

①介護老人福祉施設 （入数） 209 53,645,445 210 53,870,418 186 46,835,766 152 39,284,271 99 25,945,371 89 22,445,298

②介護老人保健施設 （入数） 94 24,831,549 163 42,646,824 92 21,394,575 161 38,255,769 193 47,878,714 154 40,395,565

③介護療養型医療施設 （入数） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※特定診療費（療養） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※特別療養費（老健） 0 0 0 0 0 0 0 0 12 32,850 0 0

４地域密着型サービス  20,045,745 20,633,346 27,549,063 33,743,673 35,179,947 1,992 48,894,819

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 (人/年） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 63,306

夜間対応型訪問介護  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型通所介護  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,773 13,586,280

認知症対応型通所介護 (回/年) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 81 603,999

小規模多機能型居宅介護 (人/年) 71 10,909,989 83 12,412,692 10 1,248,363 0 0 0 0 0 0

認知症対応型共同生活介護 (人分) 36 9,135,756 33 8,220,654 43 10,666,890 57 14,124,474 67 16,139,079 55 12,978,648

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 65 15,633,810 74 19,619,199 75 19,040,868 82 21,662,586

特定入所者介護サービス費   216 9,043,490 223 9,356,700 251 11,216,520 238 11,946,770 162 8,187,980 125 5,702,810

福祉用具購入費   10 190,422 17 388,944 18 521,172 20 414,213 16 316,824 11 300,955

住宅改修費   6 597,442 10 735,164 14 959,280 7 855,248 11 1,075,872 9 655,762

高額介護サービス費 336 2,936,900 344 2,991,652 386 3,588,777 381 3,742,822 288 2,811,883 207 2,073,235

高額医療合算介護サービス費  12 175,299 13 300,687 14 435,049 29 720,526 11 384,019 10 352,142

小計 234,484,483 257,305,844 263,708,541 285,929,453 283,591,625  246,309,371

審査支払手数料 316,730 325,470 358,815 385,510 395,295 320,239

総計 234,801,213 257,631,314 264,067,356 286,314,963 283,986,920 246,629,610

（３） 介護予防・日常生活支援総合事業の実績 【表３. 介護予防生活支援サービス量・給付費の実績】
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給付費請求の関係から、3月給付～2月給付の 12か月分。

区分 

H28 年度 

H28.3～H29.2 

ｻｰﾋﾞｽ量 給付費 

１ 介護予防生活支援サービス事業費 単位 
（円）

0 1,548,369

訪問型サービス（みなし） （人） 33 476,417

訪問型サービス（独自） （人） 0 0

訪問型サービス（独自／定率） （人） 0 0

訪問型サービス（独自／定額） （人） 0 0

通所型サービス（みなし） （人） 36 942,100

通所型サービス（独自） （人） 10 129,852

通所型サービス（独自／定率） （人） 0 0

通所型サービス（独自／定額） （日） 0 0

通所型サービス（C） （人） 0 0

２ 介護予防ケアマネジメント事業費 （件） 0 51,600

ケアマネジメント A （件） 12 51,600

ケアマネジメント C （件） 0 0

小計   0 1,599,969

審査支払手数料 （件） 79 7,505

総計   0 1,607,474
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（４） 福祉用具貸与の実績（介護保険給付分） 

                        (単位：件、人) 
項    目 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度

車いす 24 25 21 31 30 29 

車いす付属品 13 19 15 20 19 18 

特殊寝台 35 34 32 40 44 44 

特殊寝台付属品 29 32 30 38 45 46 

床ずれ防止用具(じょく瘡予防用具) 21 16 17 27 25 23 

体位変換器 7 7 4 5 4 6 

手すり 10 13 19 25 20 22 

スロープ 12 11 10 18 18 22 

歩行器 6 6 9 13 15 16 

歩行補助つえ 1 － － - - 1 

認知症徘徊感知器 1 2 2 - 2 1 

移動用リフト 3 3 2 2 2 2 

貸 与 者 数 53 59 58 65 74 73 

（５） 福祉用具購入の実績（介護保険給付分） 

                         (単位：件、人) 
項  目 内  訳 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度

腰掛便座 

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾄｲﾚ 10 8 11 5 8 4 

据置便座 － － － - - - 

計 10 8 11 5 8 4 

特殊尿器 － － － - - - 

入浴補助用具

入浴用いす 2 5 8 11 6 6 

入浴台 1 2 4 3 1 2 

浴槽用手すり － 3 4 1 1 0 

計 3 10 16 15 8 8 

簡易浴槽  － － － - - - 

移動用リフトのつり具の部分 － － － - - - 

給 付 者 数  27 18 27 17 16 11 

※ 内訳は実績のあったもののみ掲載 
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（６） 住宅改修の実績（介護保険給付分） 

(単位:件、人) 

項  目 内  訳 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度

手すりの取付 玄関等 2 2 1 4 3 3 

  廊下 2 6 5 2 3 4 

  浴室入口等 － － 2 2 2 2 

  浴室 2 4 2 5 6 4 

  トイレ 2 4 3 3 3 3 

  居室 － 3 － 2 - 1 

  台所 － 1 － - - - 

  屋外 － 1 1 - - 1 

  計 8 21 14 18 17 18 

床段差の解消 玄関等台設置 1 2 1 2 - - 

  玄関等 － － － - - 1 

  廊下 － － 1 - - - 

  台所 － － 2 1 - - 

  トイレ 1 － － - 1 - 

  浴室 － － － 1 3 - 

  敷居撤去 － 2 1 - - - 

屋内スロープ － 1 4 - 1 - 

  ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾛｰﾌﾟ － 1 1 - - - 

  計 2 6 10 - - - 

床材の変更 玄関等 － － － - - - 

  居室 － 1 － - - - 

  廊下 － － － - - - 

  トイレ － － － - - - 

 浴室 - - - 1 - - 

  計 － 1 － - - - 

扉の取替 玄関 － － － - - - 

  居室等 － － － - - - 

  トイレ 1 － 1 - 1 - 

  浴室 － － － 1 1 - 

  台所 － － － - - - 

  計 1 － － - - - 

便器の取替   1 － 1 - - - 

その他   － － － - - - 

給 付 者 数  7 11 13 7 11 9 
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２ 地域包括ケアシステムの構築・推進（基本方針２） 

（１）地域ケア会議の推進 

   地域包括ケアシステムを実現するためには、高齢者個人に対する支援の充実とそれを支える社会基

盤の整備を同時に進める必要があります。地域ケア会議の機能である、個別課題解決機能、ネットワー

ク構築機能、地域課題発見機能、地域づくり・資源開発機能、政策形成機能が十分に発揮できるよう

に会議の機能分担を行い政策形成に向けた取組を構築します。

平成 25 年 11 月から地域ケア会議を開催し、多職種による専門的な視点から個別ケースの検

討を行い、自立した生活支援につなげる取り組みや専門職間のネットワーク構築を推進してい

ます。今後は、会議を重ねることで地域課題の把握を行い、既存事業の見直しや必要事業の検

討につなげる取り組みを進めていきます。 

地域ケア会議 

 専門職等が集まり、多職種による専門的な視点から、個人の生活機能の改善、自立した生活支 

援につなげるためのよりよいケアプランを立てることを目指し、地域ケア会議を開催しています。 

（２）総合相談体制の機能強化 

地域の高齢者の包括的・継続的なケアマネジメントや実態把握に基づく総合的な相談支援を、

地域包括支援センターを中核機関として行っています。介護・医療・福祉サービスをはじめ、

地域活動やボランティア活動等の状況に関する情報の一元化を図る取り組みや、ひとり暮らし

の高齢者や家族介護者への支援を行うとともに、高齢者の虐待防止・権利擁護事業の相談窓口

として関係機関と連携し、高齢者の虐待防止、権利擁護事業の充実を図っていきます。 

今後、高齢者のみならず、分野を超えた総合的相談支援体制及び職員体制の強化について南

部箕蚊屋広域連合と連携し検討を行います。 

地域包括支援センター 

  社会福祉士、保健師、主任介護専門員が連携し、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるこ 

とができるよう①介護予防ケアマネジメント、②総合相談業務、③権利擁護業務、④包括的・ 

継続的マネジメント業務などを実施し、高齢者の総合的な支援を行っています。高齢者の身近 

な相談窓口として周知されるように、PR 活動等にも積極的に取り組んでいます。 

（３）在宅医療・介護連携の推進 

  医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続ける

ことができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連携して、包括的かつ継続的な在宅

医療・介護を提供することが重要となります。南部箕蚊屋広域連合では平成 29年度より在宅医

療・介護連携多職種意見交換会を開催し、顔のみえる関係づくりを行っています。また、平成

28 年度より西部圏域市町村意見交換会を開催し、在宅医療・介護連携の推進に向けた意見交換
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を行っています。住民への理解を深める為、在宅医療講演会を開催し普及啓発にも取り組んで

います。 

今後は、在宅医療・介護連携の理解促進を図る取組の推進や、地域包括支援センターにおけ

る相談支援及び入院退院の調整、退院後の支援、地域の医療機関との連携等、地域の医療・介

護関係者の協力を得ながら、退院され地域へ戻るにあたり切れ目なく在宅医療・介護が提供さ

れる体制の構築を目指し引き続き取り組みを行います。 

在宅医療・介護連携多職種意見交換会（まめカフェ）

南部箕蚊屋広域連合管内の医師・歯科医師・薬剤師・介護支援専門員・介護サービス事業所

職員及び管外の関係機関等の専門職が集まり、多職種による顔の見える関係づくりのための意

見交換会を開催しています。お互いの専門領域の理解や各領域の制度・法令等理解を深め、連

携がより緊密に行われていくことを目的としています。(年３回以上開催)

３ 介護予防の推進（基本方針３） 

（１） 健康の保持・増進 

  生活習慣病の予防は、ひいては介護予防にもつながるものです。生活習慣の改善を推進し、高

血圧、がん、脳卒中、心臓病、糖尿病など高齢者の健康を阻害する病気の予防に努めるほか、積

極的な健康増進を心がけられるような支援を行ないます。 

  平成 28 年度に南部箕蚊屋広域連合が実施した高齢者の日常生活圏域ニーズ調査結果で主な疾

病の状況をみると、特に高血圧の方が多くみられ、続いて高脂血症、糖尿病、目の病気、筋骨格

系の病気の順に多くなっています。又、口腔機能、認知機能低下について若干、連合内の他地域

よりリスクが高めとなっています。この結果をもとに、口腔機能の向上や食生活改善指導、禁煙

指導など、栄養・運動・休養のバランスのとれた生活習慣の確立をめざし、高齢者の健康の保持・

増進のための健康相談・指導体制の強化を図ります。 
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 また、健康医療情報の分析を行い、効果的・効率的な保健事業を行い、関係機関との連携を図

りながら、健康寿命の延伸を図る取り組みを推進します。 

（２） 高齢者保健サービスの充実 

  高齢者保健事業（がん検診含） 

１ 健康教育  

・介護予防・認知症予防の一般高齢者施策に盛り込んで取り組みを実施していきます。 

区    分 
H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

個  別 

高 血 圧 ― ― ― 

高 脂 血 症 ― ― ― 

糖 尿 病 ― ― ― 

喫 煙 ― ― ― 

集    団 
開 催 回 数 7 回 7 回 12 回 

参 加 延 人 数 98 人 127 人 127 人 

２ 健康相談 

・65 歳から 74歳の方に対しては各検診の結果にもとづいて、生活習慣病予防の健康相談の機会

を設け、75 歳以上の方については地域包括支援センターと連携を図り総合的な相談事業とし

ての取り組みを実施していきます。 

区    分 
H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

重    点 
開 催 回 数 8 回 7 回 8 回 

参 加 延 人 数 14 人 9 人 9 人 

総  合 
開 催 回 数 14 回 12 回 11 回 

参 加 延 人 数 14 人 12 人 12 人 

３ 健康診査 

・骨粗しょう症検診については、40 歳～70歳までの 5歳刻みの節目検診として実施します。 

・歯周疾患検診については、40～70 歳までの 10歳刻みの節目検診として実施します。 

 （平成 28 年度からの新規事業） 

区    分 
H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

特定健診

受 診 者 数 259
人

277
人

268
人

(受診者 65 歳以上)内数 176
人

180
人

179
人

対 象 者 数 555 人 565 人 550 人

(対象者 65 歳以上)内数 ―  ― ― 

訪 問 基 本 健 康 診 査 ― ― ― 
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介 護 家 族 訪 問

基 本 健 康 診 査
― ― ― 

骨 粗 し ょ う 症 検 診 23 人 23 人 23 人 

歯 周 疾 患 検 診  - 人 - 人 20 人 

４ 補足資料(各種がん検診の実績等) 

 がん検診は精度管理指導のもとに継続して実施します。 

区    分 
H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

胃 が ん
受 診 者 数 192 人 237 人 383 人

対 象 者 数 995 人 995 人 2,018 人

子 宮 が ん
受 診 者 数 303 人 309 人 271 人

対 象 者 数 747 人 747 人 1,510 人

肺 が ん
受 診 者 数 192 人 230 人 246 人

対 象 者 数 995 人 995 人 2,018 人

乳 が ん
受 診 者 数 188 人 188 人 155 人

対 象 者 数 633 人 633 人 1,129 人

大 腸 が ん
受 診 者 数 468 人 549 人 519 人

対 象 者 数 995 人 995 人 2,018 人

(対象者数は国の計算式より算出・平成 28 年度より対象者数は全人口で算定) 

 特定健康診査・特定保健指導について 

平成 20 年度から高齢者の医療の確保に関する法律により、各医療保険者に特定健康診査及び特

定保健指導が義務づけられました。本村でも 40 歳から 74 歳までの国民健康保険加入者は特定健

康診査、75 歳以上の方は後期高齢者健康診査、生活保護等の方は村の健康診査を受けていただく

ことになりました。特定健診の受診率は、平成 28年度 48.7％と県下では上位であり、がん検診と

の同時実施、補足健診の実施など受診率の向上を図っています。メタボリックシンドローム（内

臓脂肪症候群）に着目した特定健診を実施し、その該当者及び予備群に対し、運動習慣の定着や

バランスのとれた食生活などの生活習慣の改善の指導を行う特定保健指導を実施しています。  

区分 
平成 27 年度

実績 
平成 28 年度 

実績 
平成 29 年度 
達成目標 

特定健康診査 

対象者（人） 565 人 550 人 585 人

受診者数（人） 277 人 268 人 280 人

受診率（％） 49.0％ 48.7％ 47.9％

特定保健指導 

積極的支援 

対象者（人） 8人 4人 4人

受診者数（人） 4人 1人 2人

受診率（％） 50.0％ 25.0％ 50.0％

特定保健指導 

動機づけ支援 

対象者（人） 23 人 25 人 22 人

実施者数（人） 14 人 14 人 7 人

実施率（％） 61.0％ 56.0％ 32.0％

（国民健康保険特定健康診査等第 2期実施計画による） 

 後期高齢者健康診査について 

平成 20 年度から、鳥取県後期高齢者医療広域連合からの委託により、75歳以上の方を対象に、
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特定健康診査に準じた健診を実施しています。

区分 
平成 27 年度
実  績 

平成 28 年度
実  績 

平成 29 年度
見 込 み 

後期高齢者健康診査 

対象者（人） 413 人 412 人 414 人

受診者数（人） 118 人 132 人 105 人

受診率（％） 28.6％ 32.0％ 25.4％

 後期高齢者歯科健康診査等について 

後期高齢者医療制度では、歯・歯肉の状態や口腔清掃状態等をチェックし、口腔機能の低下や

肺炎等の疾病を予防することを目的に、平成 28 年度から後期高齢者歯科健康診査を行っていま

す。また、あわせて歯科医師による講演会や言語聴覚士による健康教育を行う、後期高齢者健口

機能向上支援事業も実施しています。 

区分 
平成 27 年度
実  績 

平成 28 年度
実  績 

平成 29 年度
実  績 

後期高齢者歯科健康診査 受診者数（人） -  人 6 人 9 人

後期高齢者 

健口機能向上支援事業 
受診者数（人） -  人 15 人 7 人

 重複・頻回受診者訪問指導について 

鳥取県後期高齢者医療連合では、重複・頻回受診者を対象に、訪問指導を行い、適正な受診や

疾病の重症化予防のための日常生活習慣改善への支援、療養方法等の保健指導を行っています。 

区分 
平成 27 年度
実  績 

平成 28 年度
実  績 

平成 29 年度
実  績 

重複・頻回受診者訪問指導 4 人 4 人 2 人

（３） 高齢者福祉（在宅）サービスの充実

１．介護予防事業  

介護予防事業については、今後も身体機能の維持向上、認知症予防、閉じこもり防止等に

取り組んでいきます。（＊社会福祉協議会へ委託） 

区    分 
延参加

人 数 

H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

高齢者筋力向上トレーニング事業 人/年 1,469 1,569 1,652 

転 倒 骨 折 予 防 事 業 人/年 2,288 2,708 3,263 

生 き が い 活 動 支 援 事 業 人/年 1,732 1,726 1,581 

認 知 症 予 防 ・ 介 護 事 業 人/年 1,399 1,334 1,439 

外 出 支 援 サ ー ビ ス 事 業 人/年 4,755 4,389 4,395 

足爪・指のケアに関する事業 人/年 19 23 22 
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２．家族介護支援 

家族介護支援事業については、今後も家族介護者への介護方法や技術の習得及び家族の交流事

業に取り組んでいきます。（＊社会福祉協議会へ委託） 

区    分 
延参加 

人 数 

H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

家 族 介 護 者 交 流 事 業 人/年 3 3 6 

家 族 介 護 教 室 事 業 人/年 66 60 47 

３．生活支援サービス 

在宅生活を支援する事業として、以下の事業を実施しています。今後も事業を継続して実施し、

地域で自立した生活を安心して続けることができるよう取り組んでいきます。 

軽度生活援助事業 （＊社会福祉協議会へ委託） 

 おおむね６５歳以上の単身高齢者、高齢者世帯の虚弱高齢者を対象に、定期的にホームヘルパ

ーを派遣し、家事等の日常生活の援助を行うことで、自分で出来る生活行為を増やし、自立した

生活を継続して営むことができるよう支援します。                           

区    分 
延利用

時間数 

H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

軽 度 生 活 援 助 事 業 時間/年 387 213 157 

生活管理指導員派遣事業 （＊社会福祉協議会へ委託） 

 おおむね６５歳以上の高齢者を対象に、生活管理指導員を派遣し、生活習慣への助言や指導を

行います。

区    分 
延利用

時間数 

H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

生 活 管 理 指 導 員 派 遣 事 業 時間/年 0 0 0 

生活管理指導短期宿泊事業 （＊鳥取県厚生事業団へ委託） 

 村内に居住する単身高齢者が体調不良により自宅で生活することが困難になった場合、介護保

険施設等の空き部屋を利用して短期間入所し、生活習慣等の助言や指導を受けます。

区    分 
延利用

日 数 

H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

生 活 管 理 指 導 短 期 宿 泊 事 業 日/年 51 0 9 

介護用品の支給事業 

要介護３、４または、５に認定された在宅の高齢者を介護している世帯を対象とし、介護状態

に適した介護用品購入費の一部を支給します。                             

区    分 
支 給 

件 数 

H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

介 護 用 品 支 給 事 業 件/年 27 32 25 
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訪問理美容サービス事業 

 老衰、心身の障害及び傷病等の理由により、理髪店や美容院へ出向くことが困難である高齢者

に対して訪問し、居宅で理美容サービスを行います。

区    分 
延利用

回 数 

H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

訪 問 理 美 容 サ ー ビ ス 事 業 回/年 28 29 17 

家族介護者ヘルパー受講支援事業 

 要介護度４・５の者を介護している同居家族で、介護保険料第 1・2段階の方を対象に、ホーム

ヘルパー養成研修を受講した際の受講料を助成します。

区    分 
助 成 

件 数 

H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

家族介護者ヘルパー受講支援事業 件/年 0 0 0 

高齢者居住環境整備事業 

 要介護（支援）高齢者や介護家族の日常生活の利便や安全を図るため、玄関、廊下、階段、居

室、浴室等住宅の整備・構造の改修等（段差解消、手摺取付等）及び、玄関から道路までの歩行路

の確保に必要な経費の助成を行います。                              

区    分 
助 成 

件 数 

H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

高 齢 者 居 住 環 境 整 備 事 業 件/年 1 1 0 

緊急通報整備体制事業 

高齢者のみの世帯を対象とし、人感センサーを活用した見守り機能付き緊急通報装置を貸与 

します。 

区    分 
助 成 

件 数 

H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

緊 急 通 報 整 備 体 制 事 業 件/年 0 0 3 

重度心身障害者等社会参加促進助成（タクシー券助成） 

 高齢者のみ世帯の日常生活の利便と社会活動の促進を図る為、タクシーの乗車１回につき、１

枚（500 円）のタクシー券の助成を行います。  

区    分 
助 成 

件 数 

H 2 6 年 度 

実 績 

H 2 7 年 度 

実 績 

H 2 8 年 度 

実 績 

重度心身障害者社会参加促進助成

（ タ ク シ ー 券 助 成 ）
世帯/年 34 44 56 

４．新総合事業の充実に向けた取り組み 

平成２８年４月より移行した新総合事業については、南部箕蚊屋広域連合と連携しながら、サ 

ービスの充実に向け取組を推進します。また、生活支援体制整備の取組と併せて、住民主体等に 

よる介護予防、生活支援サービスの提供に向け取り組みを進めていきます。 
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４ 認知症施策と家族支援の充実（基本方針４） 

認知症の人が在宅での生活を継続できるよう、認知症の人や家族が安心して暮らせる施策を

推進していきます。現在、認知症への知識を深め、理解し支援していく体制づくりとして認知

症サポーターの養成を行っています。今後は、サポーター同士の交流の場を設ける等、地域で

支える体制づくりを推進していきます。 

  また、タッチパネル式テストプログラムを活用した軽度認知障害（ＭＣＩ）の早期発見や専

門医へつなぐ取り組みを今後も行い、医療機関との連携を推進していきます。 

その他にも、認知症の人が行方不明になったときの早期発見や事故の未然防止を図るため、

関係機関及び協力機関の支援体制を構築する取り組みをすすめ、地域での見守り・支援体制を

充実します。 

また、認知症の人や家族が地域で孤立することなく生活できるよう、「家族のつどい」の開催

や認知症カフェ（オレンジカフェ）の支援の取組を行っています。今後もこの取組を継続し、

気軽に相談できる体制と家族支援の充実を図り、介護負担の軽減を図るとともに、認知症の人

や家族が住みやすい地域づくりを推進していきます。 

平成 29 年度から認知症総合支援事業を実施し、南部箕蚊屋広域連合で認知症の人や家族に早

期に関わる「認知症初期集中支援チーム」の設置及び「認知症地域支援推進員」の配置、「認知

症ガイドブック」の作成を行ってきました。今後は、構成町村ごとの配置に向けた検討を行う

とともに、認知症ガイドブックの普及啓発に努め、認知症の人や家族を支援する体制の充実に

取り組みます。 

認知症サポーター養成講座 

認知症を正しく理解してもらい、認知症の人や家族を温かく見守ってもらう認知症サポータ

ーの養成講座を開催しています。地域包括支援センターの職員が地域に出向き講座を開催して

います。 

家族のつどい 

 認知症の人を介護する家族の支援を目的として、毎月１回「家族のつどい」を開催していま

す。 

 介護者同士の意見交換や介護の悩みを共有し、家族介護者の仲間づくりを行うとともに、専 

門員による助言を行うことで、家族への精神的支援を行っていきます。 

 ・開催日  毎月第 1水曜日 午前 10 時から 12 時 

認知症高齢者等見守りあんしんネットワーク事業（見守りあんしんカードの登録） 

 見守りあんしんカードとは、万一の行方不明時に迅速に対応できるよう、氏名や住所、本人

の顔写真や特徴などの情報をあらかじめ登録しておくものです。万一の時にカードの情報を行

政や警察等の見守りあんしんネットワークで情報を共有し、迅速な捜索につなげる取り組みを

行っています。 
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５ 見守り・支え合い体制づくりの推進（基本方針５） 

（１）見守り体制の構築 

ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみ世帯が増加する中、高齢者が地域で安全・安心して暮ら

せる支え合いの体制づくりを推進していきます。 

  災害発生時の迅速な安否確認・避難支援体制として、災害時要援護者の登録を行っています。

今後は、新規登録、更新を行い地域と連携しながら体制の構築に努めていきます。 

  また、中山間集落見守り活動に関する協定を結んでいる事業者との連携を強化し、高齢者の

見守り体制づくりを進めていきます。 

社会福祉協議会と連携し、高齢者の見守り体制の強化及び、地域で見守り体制の構築に向け

た取組を検討していきます。 

災害時要援護者台帳の登録 

  災害発生時避難の際に自力での避難が困難な高齢者、身体障がい者等が迅速に安否確認、避

難支援を行えるよう、事前に緊急連絡先や支援に必要な内容等を登録するものです。登録され

た方について個別避難支援計画策定を策定し、災害時の避難支援や日頃の見守りに活用します。 

  ・対象者  65 歳以上の高齢者のみ世帯 

        障がい者（身体障害者手帳 1～2級、療育手帳 A、精神障害者福祉手帳 1 級保持者） 

        その他援助を必要とする者 

中山間集落見守り活動 

  中山間地域等で事業活動を営む事業者と市町村及び県との間において、見守り活動をおこな  

うための協定書を締結し、事業者が通常業務の中で発見した異常等を市町村へ連絡、通報を行 

うことで、住民の日常生活の異常等を早期発見する体制づくりを進めています。 

・H30 年 2月末現在協定締結事業所数・・・16事業所 

（２）生活支援体制整備の推進 

高齢に伴い日常生活で出来にくくなる行為が増えていきます。高齢者の生活を身近な地域で

助け合うことが、高齢者の見守りや安心につながります。また、日頃のお隣同士の「声かけ」等

ちょっとした気づかいが、地域での助け合い・支え合いの基となり、その気持ちが集まること

が「安心して生活ができる地域づくり」であると考えます。 

平成 29 年度に配置した生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）と協議体を中心と

して、現在、高齢者のニーズ把握や地域資源の把握等を行っています。今後はニーズ・課題の

整理、担い手の発掘・養成、住民への周知啓発を行い、住民同志の助け合い・支え合いの地域

づくりや、地域における多様な主体による生活支援・介護予防サービスの創出に向けた取組を

推進していきます。 

また、高齢者が日常生活のちょっとした困りごとを手助けしてもらう生活支援サポーターの

養成と併せて社会福祉協議会のボランティアセンターとの連携を行い、担い手づくりを推進し
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ていきます。 

生活支援コーディネーター 

  住民主体の生活支援サービス、助け合いの仕組みを構築する推進役として、資源開発（サー

ビスの担い手の養成、不足するサービスの開発）、ネットワークの構築（サービス提供主体等の

関係者のネットワーク化）、マッチング（地域の支援ニーズとサービス提供主体の活動をマッチ

ング）等を行っていきます。 

協議体 

  生活支援コーディネーターの活動をサポートし、地域ニーズの把握、企画・立案・方針策定

を行う場、地域づくりにおける意識を統一する場等として、互助を中心とした地域づくりにつ

いて協議し、活動を行っていきます。 

（構成員：生活支援コーディネーター、村福祉保健課、地域包括支援センター、社会福祉協議

会、民生児童委員協議会、介護サービス事業所等） 

生活支援サポーター養成講座 

  高齢者のちょっとした困りごとを手助けする生活支援サポーターを養成します。サポートセ

ンターを社会福祉協議会へ委託し、連携を図りながら高齢者の生活支援を行っていきます。 

生活支援サポートセンター （※社会福祉協議会へ委託） 

  高齢者の日常生活の中でのちょっとした困りごとについて、軽度で専門性を要しない活動を

支援会員が手助けします。この活動は、主に単発的で短時間で行うことができる依頼に対し、

支援会員が援助を行います。社会福祉協議会のコーディネーターが依頼会員、支援会員の援助

活動調整を行います。 

６ 高齢者の社会参加と生きがいづくりの促進（基本方針６） 

  認知症や心身の虚弱化は閉じこもりがちな高齢者に多く現れるといわれています。 

   平成 28 年度に南部箕蚊屋広域連合が実施した高齢者の日常生活圏域ニーズ調査結果による

と、地域での活動について、参加者としての活動への参加意欲は、59.2％の方が「是非参加し

たい」「参加してもよい」と回答しています。また、お世話役としての活動への参加意欲は、

29.9％の方が「是非参加したい」「参加してもよい」と回答しています。自らが地域活動等に参

加すること、生きがいを持つことが、健康づくり、気力向上や介護予防にもつながります。高

齢者が積極的かつ主体的に社会参加することを推進し、老人クラブ活動やヴィレステひえづ・

コミュニティセンターグループ活動をはじめとする生涯学習、スポーツ、健康・体力づくり、

文化活動、地域における高齢者の活動など、地域社会の担い手として活動できる場や社会参加

の機会充実を図ります。 

村高齢者スポーツ大会 

  60 歳以上の高齢者の健康保持と親睦の場として、年 1回開催（村、社会福祉協議会、老人ク
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ラブ連合会共催） 

かがやき学級 

 おおむね 60歳以上の方を対象に、学級生の自主的な活動により、親睦と日々輝きのある生活

とすることを目的に開催。年間 10回。（館外研修、健康、教養などさまざまな活動） 

老人クラブ活動 

スポーツ、レクレーション活動、ニュースポーツの普及、体力測定による自己健康管理等、

健康づくり推進（男性の料理教室）、指導者育成、広報誌作成、地域支え愛活動（プランター維

持管理・友愛活動など）の活動。 



29 

参考資料１ 

◎ 日吉津村社会福祉協議会に委託して、事業実施や利用調整をしている事業

 ･･･高齢者等の生活を支援するための事業･･･ 

［外出支援サービス事業］ 

 送迎車両により、次の施設を利用する方の送迎を行います。 

・高齢者筋力向上トレーニング事業を実施する施設（片道 ２０円） 

・転倒骨折予防事業を実施する施設（片道 ２０円、村外施設片道 ５０円） 

・認知症予防・介護事業を実施する施設（片道 ２０円） 

［軽度生活援助事業］ 

 家庭で自立した生活を送るため、自分で出来る生活行為を増やすために必要な人材（ホームヘ

ルパー）を定期的に派遣し、次の簡易な生活行為の自立援助のサービス等を行います。 

■市町村民税課税世帯１５０円／１時間 

■生活保護世帯及び市町村民税非課税世帯５０円／１時間 

・食事・食材の確保、調理 

・寝具類、衣類等の洗濯、補修 

・住居等の手入れ、軽微な修繕、掃除、整理整頓 

・生活必需品の買い物 

・安否確認、関係機関への連絡 

・外出時の援助 

・雪降し、除雪 

・その他必要な生活援助 

※要介護認定で｢自立｣と認定された方、また、おおむね６５歳以上の単身高齢者、高齢者世帯の

虚弱高齢者を対象とします。 

［転倒骨折予防教室］ 

 寝たきりや要支援の要因となる転倒骨折を予防するため、生活相談、健康相談、生活指導、運

動機能訓練等行います。（体操教室・水中ウォーキング教室）  

■２００円／1回（一律） 

［認知症予防・介護事業］ 

 高齢者やその介護にあたっている家族等を対象に、認知症予防のためのケアを行い、介護にか

かる知識や技術の習得を図ります。 

 認知症予防教室、パソコン教室、七福会等 

■２００円／1回（一律） 

・認知症介護教室の開催 

・軽体操、ゲーム等により認知症の予防を行います。 
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［いきがい活動支援事業］ 

 高齢者の社会的孤立感の解消、心身機能の維持向上等を図ります。 

■２００円／1回（一律） 

・男性サロン・女性サロン 

［足指・爪のケアに関する事業］ 

 高齢者やその家族等を対象に、足指・爪のケアの重要性と適切なケアの知識や技術の習得を図

ります。 

・足指・爪のケア教室の開催 

［高齢者筋力向上トレーニング事業］ 

 身体機能を向上させ、転倒骨折の予防、要介護状態になることの予防と悪化の防止及び社会的

孤立の解消を図るため、通所による筋力向上トレーニング等の機能訓練を行います。 

■２００円／１回（一律） 

・プログラムによるパワーリハビリテーションの実施 

※利用者の心身状態の確認、主治医との連携が必要となりますので、十分な協議が必要です。 

［生活管理指導員派遣事業］ 

 生活管理指導員が高齢者の家庭で次のようなサービスを行います。 

■市町村民税課税世帯３００円／１時間 

■生活保護世帯及び市町村民税非課税世帯１００円／１時間 

・日常生活に関する支援、指導 

・家事に対する支援、指導 

・対人関係の構築のための支援、指導 

・関係機関との連絡調整 

［家族介護教室］ 

 介護にあたっている家族介護者をはじめ、様々な方を対象に介護方法や技術の習得を図ります。 

・家族介護教室の開催 

［家族介護者交流事業（元気回復事業）］ 

 介護者の悩みやストレスの解消、また、介護方法・技術の習得のために交流事業を行います。 

■食事代、休憩室借上げ料の実費について負担が必要です。 

・交流会（日帰りの施設見学等を通じて情報交換を行います。） 

・介護方法に関する相談・指導 

・介護技術の習得・支援 

※要介護高齢者の介護にあたっている家族を対象とします
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◎ 日吉津村として支給、助成している事業 

･･･高齢者等の生活を支援するための事業･･･ 

［介護用品の支給事業］ 

介護用品購入費の一部を支給します。 

・紙おむつ、尿取パット、リハビリパンツ、使い捨て手袋、清拭材、ドライシャンプー、使い捨て

清拭タオル他 

 上限年間３６，０００円で、領収書による償還払いです。 

※要介護３、４または、５に認定された在宅の高齢者を介護している世帯を対象とし、介護状態

に適した物品を相談のうえ決定します。(入院、入所期間は対象外です。) 

［家族介護者ヘルパー受講支援事業］ 

 家族介護に携わる人がホームヘルパー養成研修を受講した際に受講料を助成します。 

（ただし、県の指定した事業者が実施する２・３級課程に限ります。） 

※要介護度４・５の者を介護している同居家族で、介護保険料第１・２段階の方を対象とします。 

［高齢者居住環境整備事業］ 

 要介護（支援）高齢者や介護家族の日常生活の利便や安全を図るため、玄関、廊下、階段、居

室、浴室等住宅の整備・構造の改修等（段差解消、手摺取付等）及び、玄関から道路までの歩行路

の確保に必要な経費の助成を行います。 

※１．要介護または要支援の認定を受けた方に必要な住宅改修で、介護保険の給付を超えた部分

の工事が対象です。 

２．要介護者及びその配偶者の両方が市町村民税非課税の方が対象です。 

３．新築、増築は対象外です。 

 ４．着工後、完成後は対象となりませんので、着工までにご相談ください。 

 ５．対象工事費８００，０００円までが限度で、２／３の５３３，０００円を限度として助成

します。 

 ６．事業利用は 1回限りです。 

［緊急通報整備体制事業］ 

高齢者のみ世帯を対象とし、人感センサーを活用した見守り機能付き緊急通報装置を貸与 

します。 

サービス利用料（月額）    

・生活保護のよる被保護世帯   ０円 

・７５歳以上のみの世帯   ５００円 

・世帯全員が身体障害者手帳１～２級又は療育手帳 A又は精神障害者保健福祉手帳１級 

の交付を受けている世帯  ５００円 

・上記以外の世帯    １，０００円 

※６５歳以上の高齢者のみ世帯を対象とします。 
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［訪問理美容サービス事業］ 

 老衰、心身の障害及び傷病等の理由により、理髪店や美容院へ出向くことが困難である高齢者

に対して、居宅で気軽にこれらのサービスが受けられるようにするため、村内理美容店の協力を

得ながら、訪問理美容サービスを行います。 

・理美容にかかる実費は、個人で負担していただきます。 

・理美容店の居宅への出張費として、１回あたり３００円を村から支払います。 

※おおむね６５歳以上の単身世帯、高齢者のみの世帯及びこれに準ずる世帯に属する高齢者なら

びに身体障害者の方を対象とします。 

[生活管理指導短期宿泊事業]

村内に居住する高齢者等が、介護保険施設等の空き部屋を利用して短期間入所し、生活習慣等

の指導を受けるとともに体調の調整を図ります。 

・市町村民税課税世帯３８０円／１日 

・市町村民税非課税世帯２６０円／１日 

・外出支援サービス（一律）片道１８０円 

・給食実費（一律）３００円／１食 

※要介護認定で｢自立｣と認定された一人暮らし高齢者で基本的生活習慣が欠如している方を対象

とします。ただし、疾病ではないが体調不良になった場合です。 

[重度心身障害者等社会参加促進助成（タクシー券助成）]

 日常生活の利便と社会活動の促進を図るため、タクシー券の助成を行います。 

 タクシー乗車１回につき、１枚（500 円）のタクシー券を助成します。（交付するタクシー券は 

１ヶ月につき、４枚まで） 

※７５歳以上のみの世帯、６５歳以上のみの世帯で世帯全員が運転免許、または自家用車を所持

していない世帯を対象とします。 

[認知症高齢者家族支援サービス事業]

 認知症高齢者（疑いを含む）が行方不明となった場合に、早期に発見できるよう所在確認用の 

端末機を貸与します。初期導入費用を助成。 

・サービス利用料 ５００円／月 

※認知症（疑いを含む）により行方不明になるおそれのある高齢者を介護している家族を対象と

します。 

◎ 日吉津村社会福祉協議会が、相談窓口となっている事業 

･･･高齢者の心配事などの解決を支援する事業･･･ 

［生活相談］ 

 高齢者等の様々な心配事の相談に応じ、その解決に努めます。必要により専門家に相談するこ

とも出来ます。 
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参考資料２ 

◎養護老人ホーム等におけるサービスの目標量 

（１）養護老人ホーム 

現 状 現在、皆生尚寿苑に２名が入所しており、待機者はありません。

目標量 入所待機者の状況等から現状のとおりとします。 

（２）軽費老人ホーム、生活支援ハウス(高齢者生活福祉センター) 

現 状 村内には軽費老人ホームはありません。 

目標量 
施設整備については、民間事業者にゆだねられている状況等から

現状のとおりとします。 

（３）老人福祉センター 

現 状 現在、村内に設置はしていません。 

目標量 現状のとおりとします。 

（４）在宅介護支援センター 

現 状 

福祉保健課内に南部箕蚊屋広域連合日吉津地域包括支援センター

が設置され、在宅介護支援センターの業務を包含して実施していま

す。 

目標量 現状のとおり、地域包括支援センターで対応します。 

＊介護保険対象施設を除く。 
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日吉津村高齢者健康福祉計画策定委員会設置要綱 

（目的） 

第 1条 高齢者健康福祉計画の策定に当たり、関係者の幅広い参画を得てその内容を検討し、総合

的かつ効果的な推進を図るため、日吉津村高齢者健康福祉計画策定委員会（以下「策定委員

会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第 2条 策定委員会は、高齢者健康福祉計画の策定に当たり、関係者の意見をその内容に反映させ

るために必要な事項を所掌する。 

（組織） 

第 3 条 策定委員会は、学識経験者、一般住民代表等のうちから日吉津村長が委嘱する 17 名以内

の委員をもって構成する。 

（任期） 

第 4条 委員の任期は日吉津村高齢者健康福祉計画の策定終了までする。 

（委員長及び副委員長） 

第 5条 策定委員会に委員長及び副委員長を各 1名置き、委員の互選により定める。 

   ２ 委員長は会務を総括し、委員会を代表する。 

   ３ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代行する。 

（委員会の運営） 

第６条 策定委員会は必要に応じて委員長が招集し委員長が議長となる。 

   ２ 策定委員会は在任委員の半数以上の出席がなければ会議を開催できない。 

   ３ 策定委員会の庶務は事務局が行なう。 

（その他） 

第 7条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営その他必要な事項は委員長が定める。 

  附  則 

この要綱は平成 15年 2月 3 日から施行する。 
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日吉津村高齢者健康福祉計画策定委員会委員名簿 

（敬称略） 

職   名 氏     名 備     考 

日 吉 津 村 民 生 児 童 委 員 協 議 会 加藤 つね子 副委員長 

〃 門脇 洋子  

日 吉 津 村 老 人 ク ラ ブ 連 合 会 髙橋 健治  

被 保 険 者 代 表 （ 1 号 ） 石原 友子  

被 保 険 者 代 表 （ 2 号 ） 冨山 倫子  

女 性 代 表 坂本 紀美子  

介 護 体 験 者 松本 朋子  

日 吉 津 村 社 会 福 祉 協 議 会 松田 紀典 委員長 

九 里 ク リ ニ ッ ク 九里 友和  

キ マ チ 医 院 石津 伸介  

事   務   局 

所   属 職   名 氏    名 備   考 

福祉保健課 課長 小原 義人  

 保健師 兼本 亜紀子  

 福祉担当 深田 珠生  


